
  
 

 

あるべき将来の医療提供体制を実現するための施策等について（案） 

 

 

１．基本的考え方 

 

○ 医療法上、都道府県が策定する医療計画においては「地域医療構想

の達成に向けた病床の機能分化及び連携の推進に関する事項」を定め

ることとされている。また、都道府県計画においては、医療介護総合確

保区域ごとの当該区域における医療および介護の総合的な確保に関す

る目標を達成するために必要な事業に関する事項を定めることとされて

いる。 

 

〇 医療法（抜粋） 
第三十条の四 （略） 
２ 医療計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
七 （略） 
八 地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及び連携の推進に関する事項 

 
〇 地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（抜粋） 
【平成 26年 6月 25日施行】 
（都道府県計画） 
第四条 （略） 
２ 都道府県計画においては、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。 
一 医療介護総合確保区域（地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、医

療機関の施設及び設備並びに公的介護施設等及び特定民間施設の整備の状況その

他の条件からみて医療及び介護の総合的な確保の促進を図るべき区域をいう。以

下同じ。）ごとの当該区域における医療及び介護の総合的な確保に関する目標及び

計画期間 
二 前号の目標を達成するために必要な次に掲げる事業に関する事項 
イ 地域における医療及び介護の総合的な確保のための医療介護総合確保区域に

おける居宅等（居宅その他厚生労働省令で定める場所をいう。次条第二項第二

号イにおいて同じ。）における医療の提供に関する事業（同条第五項の規定によ

り提出された市町村計画に掲載された同号イに掲げる事業を含む。） 
ロ （略） 
ハ 医療従事者の確保に関する事業 
ニ （略） 
ホ その他地域における医療及び介護の総合的な確保のために実施する必要があ

るものとして厚生労働省令で定める事業（次条第五項の規定により提出された

市町村計画に掲載された同条第二項第二号ニに掲げる事業を含む。） 
三（略） 
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【平成 27年 4月 1日施行】 
第四条（略） 
２ 都道府県計画においては、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。 
イ 医療法第三十条の四第二項第七号に規定する地域医療構想の達成に向けた医療

機関の施設又は設備の整備に関する事業 
ロ～ヘ（略） 
 

 

○ これまで、「医療法等改正に関する意見」（平成25年 12月 27日 社会

保障審議会医療部会）や「地域における医療及び介護を総合的に確保

するための基本的な方針」（平成26年厚生労働省告示第354号）で示さ

れた内容、各市区町村や医療機関等で実施されている先進事例や好事

例等を整理すると以下の通りとなる。 

 

○ これらの内容も参考にして、各都道府県においては、あるべき将来の

医療提供体制を実現するための施策について検討し、定める必要があ

る。 
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２．病床の機能分化・連携の推進 

 

○ 地域医療構想の達成に向けた病床機能の分化及び連携については、

都道府県が策定した構想区域における各医療機能（高度急性期、急性

期、回復期、慢性期）の医療需要に基づき、医療機関の自主的な取組

及び医療機関相互の協議により進められることを前提として、これらを

実効性のあるものとするために地域医療介護総合確保基金を有効活用

して必要な施策を進めていく必要がある。 

 

○ 病床の機能分化・連携の推進については、地域医療構想で示される

2025 年の各医療機能の病床の必要量の達成に向けて、地域で不足し

ている医療機能がある場合には、それを充足することができるよう、当

該医療機能を担う病床の増床や、将来的に過剰な病床機能の転換や

集約化を進めていくことが必要である。よって、都道府県においては、地

域医療介護総合確保基金を有効活用し、病床の機能分化・連携のため

の施設整備・設備整備を積極的に支援していくことが求められる。 

 

○ 疾病構造や人口構造の変化、それに伴う患者の受療行動の変化など、

医療を取り巻く環境の変化を踏まえた医療機能の分化・連携の推進が

必要である。 

 

○ また、不足する医療機能の病床の増床や病床機能の転換に必要な施

設整備・設備整備の支援のみならず、医療機関が役割分担をして、有効

に機能するための連携施策が重要である。患者の疾病からの回復が遅

延したり、ADL の低下を招くことのないよう、医療機関等の連携により切

れ目なく円滑に療養場所の移動が行われる必要がある。そのため、地

域連携パスの整備・活用の推進や、都道府県や市区町村が中心となっ

た連携を推進するための関係者が集まる会議の開催、ICT を活用した

地域医療ネットワークの構築等に複合的に取り組む必要がある。 

 

○ さらに、各医療機関における地域との前方連携及び後方連携を行う医

療ソーシャルワーカーや看護職員の研修、入院開始時から在宅復帰を

指向した支援を行うための一般の担当医師や看護職員に対する在宅医

療や介護の理解を推進する研修等により必要な人材の確保・育成に取

り組む必要がある。 
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○ こうした病床の機能分化・連携に係る具体的な取組例としては、別紙１

（１４頁）のような施策がある。  
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３．在宅医療※の充実 

※居宅、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、その他、医療を

受ける者が療養生活を営むことができる場所であって、医療提供施設以外の場所における医療をさ

す。 

○ 在宅医療の提供体制は、在宅医療を受ける患者の生活の場である日

常生活圏域での整備が必要であることから、市区町村と連携して推進し

ていく必要があるが、市区町村はこれまで在宅医療になじみがなかった

ことから、保健所等を活用した都道府県の支援が重要である。都道府県

と市区町村が施策毎に役割分担等を検討し、市区町村が地域包括ケア

システムの観点から円滑に施策に取り組めるよう連携して進める必要

がある。 

 

○ 在宅医療の提供体制の充実のためには、在宅医療に取り組む人材の

確保及び育成を推進する観点から、医師、歯科医師、薬剤師、看護職

員、リハビリテーション関連職種、医療ソーシャルワーカー等に対しての

在宅医療への参入の動機付けとなるような研修や参入後の相談体制の

構築等が必要である。また、人材確保のためには、一般診療所が無理

なく在宅医療に取り組めるよう、相互の連携による負担軽減や、人員の

少ない訪問看護事業所が人材確保をできるような支援を行うことも重要

である。 

 

○ また、在宅医療は主に「（地域側の）退院支援」「日常の療養生活の支

援」「急変時の対応」「看取り」という機能が求められており、緊急時や看

取りに対応するための２４時間体制の構築に係る役割分担等の協議や、

医療依存度の高い患者や小児等患者に対応するための研修等により

各機能を充実させる。 

 

○ さらに、地域において医療と介護が一体的に提供される体制の構築の

ためには、医療と介護の連携を推進することが重要であり、関係者が一

堂に介して事例検討等を行う研修や ICT 等を活用した効率的な情報共

有等の取組も必要である。 

 
○ こうした在宅医療の充実に係る具体的な取組例としては別紙２（1５頁

以降）のような施策がある。 
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４．医療従事者等の確保・養成 

 

○ 良質かつ適切な医療を提供する体制を構築するためには、地域医療

支援センター等を活用した医師等の偏在の改善、医療勤務環境改善支

援センター等を活用した医療機関の勤務環境の改善、チーム医療の推

進、看護職員の確保、定着等に取り組む必要があり、地域医療介護総

合確保基金を有効活用することが重要である。 

 

○ 限りある医療資源を有効活用し、良質で適切な医療を安全かつ効率

的に提供するためには、各医療職種の高い専門性を前提とし、業務を

分担するとともに互いに連携、補完し合うチーム医療を推進していくべき

である。チーム医療の推進においては専門職人材の確保が重要であり、

医師、歯科医師、薬剤師、看護職員、リハビリテーション関連職種、医療

ソーシャルワーカー等の専門職について、人材確保に取り組む必要が

ある。 

 

○ また、病床の機能分化・連携を進めていくためには、各医療機能に応

じた医療従事者を確保することが必要であり、医療機能ごとの医療従事

者の配置目標等が求められる。これについては、まずは、今回、各都道

府県において、地域医療構想を策定し、2025 年の各医療機能の病床の

必要量を定め、疾病構造や人口構造の変化など、医療を取り巻く環境

の変化も踏まえた上で、今後、国において検討することとする。 

 

 

  

6



  
 

 

５．都道府県の役割の適切な発揮 

 

○ 医療機能の分化・連携については、まずは、病床機能報告制度によっ

て、医療機関がその有する病床で担っている医療機能の現状を国及び

都道府県が把握・分析し、その結果を踏まえて、都道府県において策定

される地域医療構想によって、二次医療圏等ごとの将来の医療需要と

各医療機能の必要量が示されることで、医療機関の自主的な取組及び

医療機関相互の協議により、進められることを前提とする。 

 

○ 各医療機能の必要量を達成するため、地域医療構想調整会議（協議

の場、以下「調整会議」という。）における医療機関相互の協議により、

機能分化・連携を適切に促していく必要がある。都道府県は、地域医療

構想の達成の推進のための調整会議において、設置・運営方針に従い、

医療機関の自主的な取組を支援する。 

 

○ 医療機関相互の協議により、地域医療構想を推進していくが、協議だ

けでは進まない場合には、医療提供体制の構築に責任を有する都道府

県知事が医療審議会の意見を聴いて一定の役割を発揮できることにな

っているが、以下の措置を講ずる場合には、都道府県において、合理的

な根拠に基づき適切に運用されることが重要である。 
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＜地域医療構想の実現の仕組み＞ 

① 病院の新規開設・増床への対応 

 都道府県知事は、開設許可の際に、不足している医療機能を担うという
条件を付けることができる。 

 

② 既存医療機関による医療機能の転換への対応 

【医療機関が過剰な医療機能に転換しようとする場合】 

 都道府県知事は、理由等を記載した書面の提出を求めることができる。 
 書面に記載された理由等が十分でないと認めるときは、調整会議におけ
る協議に参加することを求めることができる。 

 調整会議における協議が整わないとき、当該理由等について説明をする
よう求めることができる。 

 転換にやむを得ない事情がないと認める時は、医療審議会の意見を聴い
て、転換の中止を要請（公的医療機関等には命令）することができる。 

 

 【調整会議の協議が調わず、自主的な取組みだけでは機能分化・連携が進ま

ない場合】 

 都道府県知事は、医療審議会の意見を聴いて、不足している医療機能に
係る医療を提供すること等を要請（公的医療機関等には指示）することが

できる。 

 

③ 稼働していない病床の削減の要請 

 医療計画の達成の推進のため特に必要がある場合において、都道府県
知事は公的医療機関等以外の医療機関に対して、医療審議会の意見を

聴いて、稼働していない病床の削減を要請することができることとする。 

※ 今回の医療法改正以前から、公的医療機関等に対しては、都道府県

知事が稼働していない病床の削減を命令することは可能。 

 

【医療機関が上記の要請又は命令・指示に従わない場合の措置】 

 医療機関が上記の要請に従わない場合は、都道府県知事が勧告を行う
ことができる。当該勧告にも従わない場合や、公的医療機関等が上記の

命令・指示に従わない場合には、管理者の変更命令や公的医療機関へ

の運営の指示、医療機関名の公表、地域医療支援病院・特定機能病院

の不承認・承認の取消し等の措置を講ずることができる。 
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６．地域医療構想の実現に向けた PDCA 

 

○ 都道府県は、地域医療構想の実現に必要な事業の進捗評価を定期的

に実施し、必要に応じて施策の見直しを図るなど、以下のようにＰＤＣＡ

サイクルを効果的に機能させる。 

 

イ 地域医療構想を策定する際に抽出した地域の課題ごとに、指標とな

るデータを抽出し、地域の医療提供体制の現状を把握する。その際、

都道府県担当者のみならず、地域の医療事情に精通し、かつ統計学、

疫学、公衆衛生等の知見を有する学識経験者や実際に医療を提供す

る者が関与することが望ましい。 

 

ロ 課題ごとの目標や指標を用いて、計画期間のなかで達成可能な状

況で進捗しているかについて確認する。進捗状況が芳しくない場合に

は、その原因について考察を行う。目標設定が適切でない場合は修正

を検討する。 

 

ハ 課題ごとの進捗状況を踏まえ、計画期間のなかで、どのように目標

を達成していくかを確認する。必要に応じて、地域医療構想の追記や

削除、修正を行い、より実効性のある地域医療構想への発展を目指

す。 

 

ニ 医療を受ける当事者である住民が、医療提供体制を理解し、適切な

受療行動をとるためには、計画の評価や見直しの客観性及び透明性

を高めることが必要であり、ホームページ等で住民にわかりやすく公表

する。 
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＜参考＞ 地域医療構想の実現の仕組みに関する根拠条文 
 
○ 医療法（抜粋）   
 
第七条  
１～４（略） 
５ 都道府県知事は、病院の開設の許可若しくは病院の病床数の増加若しくは病床の

種別の変更の許可又は診療所の病床の設置の許可若しくは診療所の病床数の増加若

しくは病床の種別の変更の許可の申請に対する許可には、当該申請に係る病床にお

いて、第三十条の十三第一項に規定する病床の機能区分（以下この項において「病

床の機能区分」という。）のうち、当該申請に係る病院又は診療所の所在地を含む構

想区域（第三十条の四第一項に規定する医療計画（以下この項及び次条において「医

療計画」という。）において定める第三十条の四第二項第七号に規定する構想区域を

いう。）における病床の機能区分に応じた既存の病床数が、医療計画において定める

当該構想区域における同号イに規定する将来の病床数の必要量に達していないもの

に係る医療を提供することその他の医療計画において定める同号に規定する地域医

療構想の達成の推進のために必要なものとして厚生労働省令で定める条件を付する

ことができる。 
６（略） 

 
第七条の二 
１～２（略） 
３ 都道府県知事は、第一項各号に掲げる者が開設する病院（療養病床等を有するも

のに限る。）又は診療所（前条第三項の許可を得て病床を設置するものに限る。）の

所在地を含む地域（医療計画において定める第三十条の四第二項第十二号に規定す

る区域をいう。）における療養病床及び一般病床の数が、同条第六項の厚生労働省令

で定める基準に従い医療計画において定める当該区域の療養病床及び一般病床に係

る基準病床数を既に超えている場合において、当該病院又は診療所が、正当な理由

がなく、前条第一項若しくは第二項の許可に係る療養病床等又は同条第三項の許可

若を受けた病床に係る業務の全部又は一部を行つていないときは、当該業務を行つ

ていない病床数の範囲内で、当該病院又は診療所の開設者又は管理者に対し、病床

数を削減することを内容とする許可の変更のための措置をとるべきことを命ずるこ

とができる。 
４～６（略） 
７ 都道府県知事は、第三項の規定による命令をした場合において、当該命令を受け

た病院又は診療所の開設者又は管理者がこれに従わなかつたときは、その旨を公表

することができる。 
８（略） 
 
第二十七条の二 都道府県知事は、病院又は診療所の開設者又は管理者が、正当な理

由がなく、第七条第五項の規定により当該許可に付された条件に従わないときは、

当該病院又は診療所の開設者又は管理者に対し、都道府県医療審議会の意見を聴い

て、期限を定めて、当該条件に従うべきことを勧告することができる。 
２ 都道府県知事は、前項の規定による勧告を受けた病院又は診療所の開設者又は管

理者が、正当な理由がなく、当該勧告に係る措置をとらなかつたときは、当該病院

又は診療所の開設者又は管理者に対し、都道府県医療審議会の意見を聴いて、期限

を定めて、当該勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 
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３ 都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合において、当該命令を受けた

病院又は診療所の開設者又は管理者がこれに従わなかつたときは、その旨を公表す

ることができる。 
 
第二十九条 
１～２（略） 
３ 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、地域医療支援

病院の承認を取り消すことができる 
一～四（略） 
五 地域医療支援病院の開設者又は管理者が第七条の二第三項、第二十七条の二第

二項又は第三十条の十五第六項の規定に基づく命令に違反したとき。 
六 地域医療支援病院の開設者又は管理者が第三十条の十二第二項又は第三十条の

十七の規定に基づく勧告に従わなかつたとき。 
七（略） 
４ 厚生労働大臣は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、特定機能病院

の承認を取り消すことができる。 
一～四（略） 
五 特定機能病院の開設者又は管理者が第七条の二第三項、第二十七条の二第二項

又は第三十条の十五第六項の規定に基づく命令に違反したとき。 
六 特定機能病院の開設者又は管理者が第三十条の十二第二項又は第三十条の十七

の規定に基づく勧告に従わなかつたとき。 
七（略） 

 
第三十条の十二 第七条の二第三項から第六項までの規定は、医療計画の達成の推進

のため特に必要がある場合において、同条第一項各号に掲げる者以外の者が開設す

る病院（療養病床又は一般病床を有するものに限る。）又は診療所（第七条第三項の

許可を得て病床を設置するものに限る。）について準用する。この場合において、第

七条の二第三項中「命ずる」とあるのは「要請する」と、同条第四項中「前三項」

とあるのは「前項」と、「病床数及び当該申請に係る病床数」とあるのは「病床数」

と、同条第五項中「第一項から第三項まで」とあり、及び同条第六項中「第一項若

しくは第二項の規定により前条第一項から第三項までの許可を与えない処分をし、

又は第三項」とあるのは「第三項」と、同項中「命令しよう」とあるのは「要請し

よう」と読み替えるものとする。 
２ 都道府県知事は、前項において読み替えて準用する第七条の二第三項の規定によ

る要請を受けた病院又は診療所の開設者又は管理者が、正当な理由がなく、当該要

請に係る措置を講じていないと認めるときは、当該病院又は診療所の開設者又は管

理者に対し、都道府県医療審議会の意見を聴いて、当該措置をとるべきことを勧告

することができる。 
３ 都道府県知事は、前項の規定による勧告をした場合において、当該勧告を受けた

病院又は診療所の開設者又は管理者がこれに従わなかつたときは、その旨を公表す

ることができる。 
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第三十条の十四 都道府県は、構想区域その他の当該都道府県の知事が適当と認める

区域（第三十条の十六第一項において「構想区域等」という。）ごとに、診療に関

する学識経験者の団体その他の医療関係者、医療保険者その他の関係者（以下この

条において「関係者」という。）との協議の場（第三十条の二十三第一項を除き、

以下「協議の場」という。）を設け、関係者との連携を図りつつ、医療計画におい

て定める将来の病床数の必要量を達成するための方策その他の地域医療構想の達

成を推進するために必要な事項について協議を行うものとする。 

２ 関係者は、前項の規定に基づき都道府県が行う協議に参加するよう都道府県から

求めがあつた場合には、これに協力するよう努めるとともに、当該協議の場におい

て関係者間の協議が調った事項については、その実施に協力するよう努めなければ

ならない。 

３ 第七条第五項に規定する申請をした者は、当該申請に係る病院の開設若しくは病

院の病床数の増加若しくは病床の種別の変更又は診療所の病床の設置若しくは診療

所の病床数の増加若しくは病床の種別の変更に関して、医療計画において定める地

域医療構想の達成の推進のため、協議の場における協議に参加するよう都道府県知

事から求めがあつたときは、これに応ずるよう努めなければならない。 

 

第三十条の十五 都道府県知事は、第三十条の十三第一項の規定による報告に係る基

準日病床機能と基準日後病床機能とが異なる場合その他の厚生労働省令で定める場

合において、当該報告をした病床機能報告対象病院等（以下この条及び次条におい

て「報告病院等」という。）の所在地を含む構想区域における病床機能報告対象病院

等の病床の当該報告に係る基準日後病床機能に係る病床の機能区分に応じた数が、

医療計画において定める当該構想区域における当該報告に係る基準日後病床機能に

応じた将来の病床数の必要量に既に達しているときは、報告病院等の開設者又は管

理者に対し、当該報告に係る基準日病床機能と基準日後病床機能とが異なる理由そ

の他の厚生労働省令で定める事項（以下この条において「理由等」という。）を記載

した書面の提出を求めることができる。 

２ 都道府県知事は、前項の書面に記載された理由等が十分でないと認めるときは、

当該報告病院等の開設者又は管理者に対し、協議の場における協議に参加するよう

求めることができる。 

３ 報告病院等の開設者又は管理者は、前項の規定により都道府県知事から求めがあ

つたときは、これに応ずるよう努めなければならない。 

４ 都道府県知事は、第二項の協議の場における協議が調わないとき、その他の厚生

労働省令で定めるときは、当該報告病院等の開設者又は管理者に対し、都道府県医

療審議会に出席し、当該理由等について説明をするよう求めることができる。 

５ 報告病院等の開設者又は管理者は、前項の規定により都道府県知事から求めがあ

つたときは、都道府県医療審議会に出席し、当該理由等について説明をするよう努

めなければならない。 

６ 都道府県知事は、第二項の協議の場における協議の内容及び第四項の説明の内容

を踏まえ、当該理由等がやむを得ないものと認められないときは、報告病院等（第

七条の二第一項各号に掲げる者が開設するものに限る。）の開設者又は管理者に対し、

都道府県医療審議会の意見を聴いて、第三十条の十三第一項の規定による報告に係

る基準日病床機能を当該報告に係る基準日後病床機能に変更しないことその他必要

な措置をとるべきことを命ずることができる。 

７ 前項の規定は、医療計画において定める地域医療構想の達成の推進のため特に必

要がある場合において、第七条の二第一項各号に掲げる者以外の者が開設する報告

病院等について準用する。この場合において、前項中「命ずる」とあるのは、「要請

する」と読み替えるものとする。 
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第三十条の十六 都道府県知事は、医療計画において定める地域医療構想の達成を推

進するために必要な事項について、協議の場における協議が調わないとき、その他

の厚生労働省令で定めるときは、構想区域等における病床機能報告対象病院等（第

七条の二第一項各号に掲げる者が開設するものに限る。）の開設者又は管理者に対し、

都道府県医療審議会の意見を聴いて、病床の機能区分のうち、当該構想区域等に係

る構想区域における病床の機能区分に応じた既存の病床数が、医療計画において定

める当該構想区域における将来の病床数の必要量に達していないものに係る医療を

提供することその他必要な措置をとるべきことを指示することができる。 

２ 前項の規定は、医療計画において定める地域医療構想の達成の推進のため特に必

要がある場合において、第七条の二第一項各号に掲げる者以外の者が開設する病床

機能報告対象病院等について準用する。この場合において、前項中「指示する」と

あるのは、「要請する」と読み替えるものとする。 

 
第三十条の十七 都道府県知事は、第三十条の十五第七項において読み替えて準用す

る同条第六項又は前条第二項において読み替えて準用する同条第一項の規定による

要請を受けた病床機能報告対象病院等の開設者又は管理者が、正当な理由がなく、

当該要請に係る措置を講じていないと認めるときは、当該病床機能報告対象病院等

の開設者又は管理者に対し、都道府県医療審議会の意見を聴いて、当該措置を講ず

べきことを勧告することができる。 
 
第三十条の十八 都道府県知事は、第三十条の十五第六項の規定による命令、第三十

条の十六第一項の規定による指示又は前条の規定による勧告をした場合において、

当該命令、指示又は勧告を受けた病床機能報告対象病院等の開設者又は管理者がこ

れに従わなかつたときは、その旨を公表することができる。 
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病
床
の
機
能
分
化
・
連
携
に
係
る
具
体
的
な
取
組
例
 

 

  
体
制
構
築
 

人
材
確
保
 

病
床
機
能
の
分
化
 

 

○
 
病
床
機
能
の
重
点
化
・
明
確
化
 

 
ク
リ
テ
ィ
カ
ル
パ
ス
の
活
用
に
よ
る
病
床
機
能
に
応
じ
た
入
院
医
療
の
標
準

化
・
効
率
化
の
た
め
の
体
制
整
備
・
研
修
等
の
支
援
 

 
病
床
機
能
に
応
じ
た
臨
床
指
標
（
Q
ua
l
i
ty
 I
n
di
c
a
to
r
）
を
用
い
た
医
療
の
質

評
価
・
向
上
の
支
援
 

 
高
度
急
性
期
か
ら
在
宅
医
療
ま
で
地
域
の
医
療
提
供
体
制
に
つ
い
て
住
民
（
患

者
）
へ
の
情
報
提
供
・
普
及
啓
発
 

 

○
 
病
床
機
能
の
変
更
 

 
病
床
機
能
変
更
の
た
め
の
財
政
的
・
技
術
的
支
援
 

 

○
 
病
床
機
能
の
分
化
・
転
換
に
伴
う
医
療
関
係
者
の
研
修
・

教
育
 

 
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
と
し
て
異
な
る
病
床
機
能
の
病
棟
及
び
在
宅
医

療
で
働
く
こ
と
を
意
識
し
た
研
修
・
教
育
の
支
援
 

連
携
 

 

○
 
医
療
機
能
の
異
な
る
関
係
機
関
の
連
携
強
化
 

 
地
域
の
創
意
工
夫
を
活
か
し
た
地
域
連
携
パ
ス
の
作
成
・
活
用
の
た
め
の
体
制

整
備
・
連
携
の
支
援
 

 
救
急
外
来
か
ら
患
者
の
病
状
に
応
じ
た
他
の
医
療
機
関
へ
の
紹
介
入
院
等
の
地

域
連
携
の
支
援
 

 
在
宅
医
療
か
ら
地
域
包
括
ケ
ア
病
棟
を
持
つ
医
療
機
関
等
へ
の
緊
急
連
絡
・
搬

送
体
制
の
整
備
・
支
援
 

 
認
知
症
、
特
に
行
動
・
心
理
症
状
（
Ｂ
Ｐ
Ｓ
Ｄ
）
を
伴
う
患
者
に
対
す
る
地
域

で
の
医
療
提
供
体
制
の
整
備
・
支
援
 

○
 
連
携
に
係
る
人
材
の
確
保
・
養
成
 

 
地
域
の
医
療
・
介
護
連
携
に
お
い
て
中
心
的
役
割
を
担
う
リ
ー
ダ

ー
や
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
と
な
る
人
材
の
養
成
 

 
退
院
支
援
、
在
宅
復
帰
支
援
の
た
め
地
域
に
お
け
る
多
職
種
連

携
・
人
事
交
流
の
支
援
 

 

 

別
紙
１
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在
宅
医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
に
係
る
具
体
的
な
取
組
例

 

 
 
医
療
計
画
に
お
け
る
「
在
宅
医
療
の
体
制
構
築
に
係
る
指
針
」（
平
成

24
年

3
月

30
日
付
け
医
政
指
発

03
30
第

9
号
厚
生
労
働
省
医
政
局
指
導
課
長
通

知
の
別
紙
）
を
踏
ま
え
、
「
退
院
支
援
」
「
日
常
の
療
養
生
活
の
支
援
」
「
急
変
時
の
対
応
」
「
看
取
り
」
の

4
つ
の
フ
ェ
ー
ズ
に
応
じ
て
、
在
宅
医
療
連
携

拠
点
事
業
※
の
取
組
を
中
心
に
示
し
た
。
な
お
、
表
中
の
【
１
－
①
あ
お
ぞ
ら
診
療
所
】
等
の
事
例
の
詳
細
は
、
参
考
資
料
６
に
記
載
し
て
い
る
。

 
 ※
 
在
宅
医
療
連
携
拠
点
事
業
に
つ
い
て

 
在
宅
医
療
連
携
拠
点
事
業
と
は
、
平
成

23
年
～

24
年
度
に
、
在
宅
医
療
を
提
供
す
る
機
関
等
を
連
携
拠
点
と
し
て
、
地
域
の
医
師
、
歯
科
医
師
、
薬
剤
師
、

看
護
職
員
、
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
な
ど
の
多
職
種
協
働
に
よ
る
在
宅
医
療
の
支
援
体
制
を
構
築
し
、
地
域
に
お
け
る
包
括
的
か
つ
継
続
的
な
在
宅
医
療
を
提
供
す
る

こ
と
を
目
的
と
し
た
モ
デ
ル
事
業
で
あ
る
。

 
在
宅
医
療
を
提
供
す
る
機
関
等
を
連
携
拠
点
と
し
て
、
介
護
支
援
専
門
員
の
資
格
を
持
つ
看
護
師
等
及
び
医
療
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
を
配
置
し
、
表
に
示
す

１
～
８
の
活
動
等
を
通
し
て
地
域
に
お
け
る
包
括
的
か
つ
継
続
的
な
在
宅
医
療
を
提
供
す
る
た
め
の
体
制
を
構
築
す
る
。

 

1
 
地
域
の
医
療
・福
祉
資
源
の
把
握
及
び
活
用
 

2
 
会
議
の
開
催
 

3
 
研
修
の
実
施
 

4
 
2
4
時
間
3
65
日
の
在
宅
医
療
・
介
護
提
供
体
制
の
支
援
 

5
 
患
者
・
家
族
や
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
・ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
を
対
象
と
し
た
相
談
窓
口
の
設
置
 

6
 
効
率
的
な
情
報
共
有
の
た
め
の
取
り
組
み
 

7
 
地
域
住
民
へ
の
普
及
・啓
発
 

8
 
災
害
発
生
時
の
対
応
 

別
紙
２
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在
宅
医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
に
係
る
取
組
例

 

  
実
施
主
体
※

 
体
制
構
築

 
人
材
確
保

 
１

 
退
院
支
援
（
地
域
側
）
 
医
療
機
関
等

 
 
必
要
な
事
例
の
退
院
時
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
に
参
加
。
在
宅

医
療
を
受
け
て
い
た
患
者
が
入
院
し
た
場
合
は
、
入
院
前

の
情
報
共
有
も
実
施
。

 
 
退
院
前
に
患
者
家
族
と
の
面
談
を
実
施
。

 
 
退
院
調
整
担
当
者
と
の
定
例
会
議
の
開
催
。
在
宅
療
養
に

移
行
し
た
患
者
の
近
況
に
つ
い
て
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
を

実
施
。
【

1-
①
：
あ
お
ぞ
ら
診
療
所
】

 
 
在
宅
で
の
療
養
開
始
を
病
院
側
と
在
宅
側
の
両
者
で
確
認

し
、
患
者
の
安
心
感
を
得
ら
れ
る
よ
う
、
病
院
の
担
当
医

師
や
看
護
師
が
、
初
回
訪
問
や
定
期
的
な
訪
問
に
同
行
で

き
る
よ
う
な
仕
組
み
の
構
築
。

 
 
医
療
機
関
と
在
宅
医
療
・
介
護
関
係
者
で
、
円
滑
な
移
行

支
援
を
テ
ー
マ
と
し
た
事
例
検
討
会
の
開
催
。
【

1-
②
：
白

十
字
訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
】

 
 
医
療
機
関
と
の
連
携
の
た
め
の
地
域
側
の
一
元
的
な
窓
口

の
設
置
。

 

 
退
院
後
の
療
養
生
活
の
相
談
に
乗
る
窓
口
に

配
置
す
る
看
護
職
員
や
医
療
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ

ー
カ
ー
を
育
成
す
る
た
め
の
研
修
。
医
療
と
介

護
の
知
識
だ
け
で
な
く
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

と
し
て
、
調
整
能
力
等
の
能
力
も
習
得
。

 
 
入
院
中
も
在
宅
復
帰
を
指
向
し
た
支
援
を
行

う
た
め
、
病
棟
の
医
師
、
看
護
職
員
等
が
在
宅

医
療
や
介
護
等
に
つ
い
て
学
ぶ
た
め
の
研
修
。

【
1-
③
：
あ
お
ぞ
ら
診
療
所
】

 
 

行
政

 
 
退
院
（
退
所
）
元
の
医
療
機
関
や
施
設
と
在
宅
医
療
や
介

護
を
提
供
す
る
医
療
機
関
や
事
業
所
が
情
報
交
換
で
き
る

場
の
設
定
。

 

 

※
 
実
施
主
体
に
つ
い
て
は
、
一
般
的
な
例
を
示
し
た
も
の
で
あ
り
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
柔
軟
に
役
割
分
担
を
す
る
必
要
が
あ
る
。
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実
施
主
体
※

 
体
制
構
築

 
人
材
確
保

 
２

 
日
常
の
療
養
生
活
の

支
援

 

医
療
機
関
等

 
 
診
療
所
間
の
連
携
や
、
病
院
医
師
に
よ
る
支
援
に
よ
り
、

在
宅
医
の
不
在
時
の
代
診
等
の
支
援
体
制
の
構
築
。
【

2-
①
：
綾
川
町
国
民
健
康
保
険
陶
病
院
】

 
 
医
療
依
存
度
の
高
い
患
者
や
小
児
等
患
者
へ
の
対
応
力
向

上
の
た
め
の
研
修
。
【

2-
②
：
千
葉
県
】

 
 
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
等
が
開
催
す
る
地
域
ケ
ア
会
議

に
参
加
し
、
医
療
的
助
言
、
相
談
対
応
を
実
施
。

 
 
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
や
介
護
関
係
者
等
か
ら
在
宅
医

療
に
関
す
る
相
談
を
受
け
、
必
要
な
調
整
や
助
言
を
行
う

相
談
窓
口
の
設
置
。
【

2-
③
：
新
田
ク
リ
ニ
ッ
ク
】

 
 
医
療
機
関
の
診
療
情
報
を
地
域
の
関
係
者
と
共
有
し
た

り
、
医
療
・
介
護
関
係
者
が
情
報
共
有
す
る
た
め
の

IC
T

の
導
入
。
【

2-
④
：
鶴
岡
地
区
医
師
会
】

 
 
災
害
時
対
応
を
想
定
し
た
在
宅
人
工
呼
吸
器
患
者
の
リ
ス

ト
作
成
。
【

2-
⑤
：
宇
部
協
立
病
院
】

 
 
在
宅
医
療
に
お
け
る
衛
生
材
料
・
医
療
材
料
の
円
滑
供
給

の
た
め
、
地
域
で
使
用
す
る
衛
生
剤
料
等
の
規
格
・
品
目

統
一
等
に
関
す
る
協
議
を
地
域
の
関
係
者
間
で
行
う
と
と

も
に
、
供
給
拠
点
を
整
備
。

 

 
在
宅
医
療
に
取
り
組
む
医
師
確
保
の
た
め
の

同
行
訪
問
を
含
ん
だ
導
入
研
修
。【

2-
⑥
：
東
京

大
学
高
齢
社
会
総
合
研
究
機
構
】

 
 
医
師
会
が
診
療
所
を
個
別
訪
問
。【

2-
⑦
：
肝
属

郡
医
師
会
立
病
院
】

 
 
訪
問
看
護
師
確
保
の
た
め
の
採
用
時
研
修
に

対
す
る
支
援
、
研
修
機
関
の
集
約
化
（
拠
点
と

な
る
訪
問
看
護
事
業
所
が
地
域
の
教
育
機
能

を
担
う
）
、
看
護
系
大
学
と
連
携
し
た
教
育
体

制
の
構
築
。
【

2-
⑧
：
東
京
都
】

 
 
在
宅
歯
科
医
療
を
実
施
す
る
歯
科
診
療
所
の

後
方
支
援
を
行
う
病
院
歯
科
等
の
歯
科
医
師
、

歯
科
衛
生
士
の
確
保
。

 
 
こ
れ
ま
で
訪
問
薬
剤
管
理
指
導
に
取
り
組
ん

だ
経
験
の
な
い
薬
局
に
対
し
て
の
研
修
。

 
 

行
政

 
 
地
域
の
在
宅
医
療
の
課
題
等
の
解
決
を
め
ざ
し
た
関
係
者

（
多
職
種
）
に
よ
る
「
在
宅
医
療
推
進
協
議
会
」
の
設
置
・

運
営
。
【

2-
⑨
：
長
野
県
須
坂
市
】

 
 
在
宅
医
療
に
取
り
組
む
医
療
機
関
等
や
介
護
関
係
の
事
業

所
の
情
報
を
把
握
し
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
公
表
。【

2-
⑩
：

熊
本
県
熊
本
市
】

 

 
関
係
者
と
協
働
し
た
在
宅
医
療
に
取
り
組
む

人
材
確
保
の
支
援
。

 

※
 
実
施
主
体
に
つ
い
て
は
、
一
般
的
な
例
を
示
し
た
も
の
で
あ
り
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
柔
軟
に
役
割
分
担
を
す
る
必
要
が
あ
る
。
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実
施
主
体
※

 
体
制
構
築

 
人
材
確
保

 
３

 
急
変
時
の
対
応

 
医
療
機
関
等

 
 
診
療
所
や
訪
問
看
護
事
業
所
、
薬
局
が

24
時
間
体
制
を
構

築
で
き
る
よ
う
、
診
療
所
の
グ
ル
ー
プ
化
や
診
療
所
と
訪

問
看
護
事
業
所
の
連
携
。

 
 
後
方
病
床
確
保
と
し
て
、
か
か
り
つ
け
医
を
通
し
て
入
院

を
希
望
す
る
病
院
な
ど
必
要
な
情
報
を
予
め
登
録
す
る
シ

ス
テ
ム
の
構
築
。
【

3-
①
：
京
都
府
（
京
都
地
域
包
括
ケ
ア
推

進
機
構
）
】

 
 
在
宅
療
養
患
者
の
安
全
な
救
急
搬
送
体
制
を
確
保
す
る
た

め
、
行
政
機
関
や
消
防
機
関
、
医
療
機
関
等
が
一
堂
に
介

す
る
協
議
会
を
実
施
。
【

3-
②
：
八
王
子
市
高
齢
者
救
急
医
療

体
制
広
域
連
絡
会
】

 
 
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
を
設
置
し
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
が
夜

間
等
の
電
話
を
受
け
る
こ
と
に
よ
る

24
時
間
体
制
の
構

築
。
【

3-
③
：
い
ば
ら
き
診
療
所
み
と
】

 

 
介
護
従
事
者
に
必
要
な
急
変
時
の
知
識
と
ス

キ
ル
の
向
上
を
図
る
た
め
の
、
介
護
従
事
者
を

対
象
に
し
た
救
命
講
習
。【

3-
④
：
湘
南
真
田
ク

リ
ニ
ッ
ク
】

 

行
政

 
 
関
係
団
体
等
と
協
働
で
、

24
時
間
体
制
構
築
の
た
め
の
コ

ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
や
支
援
。
【

3-
⑤
：
千
葉
県
柏
市
】

 
 

※
 
実
施
主
体
に
つ
い
て
は
、
一
般
的
な
例
を
示
し
た
も
の
で
あ
り
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
柔
軟
に
役
割
分
担
を
す
る
必
要
が
あ
る
。
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実
施
主
体
※

 
体
制
構
築

 
人
材
確
保

 
４

 
看
取
り

 
医
療
機
関
等

 
 
患
者
や
家
族
に
対
し
て
、
在
宅
で
受
け
ら
れ
る
医
療
や
介

護
、
看
取
り
に
関
す
る
適
切
な
情
報
提
供
。

 
 
地
域
で
使
用
す
る
医
療
用
麻
薬
に
つ
い
て
、
地
域
の
関
係

者
間
で
品
目
・
規
格
統
一
等
に
関
す
る
協
議
会
の
開
催
や

供
給
拠
点
の
設
置
。

 
 
診
療
所
や
訪
問
看
護
事
業
所
、
薬
局
が

24
時
間
体
制
を
構

築
で
き
る
よ
う
、
診
療
所
の
グ
ル
ー
プ
化
や
診
療
所
と
訪

問
看
護
事
業
所
の
連
携
。
【

4-
①
：
あ
お
ぞ
ら
診
療
所
】
※
急

変
時
の
対
応
の
再
掲

 

 
看
取
り
に
対
応
で
き
る
医
師
、
看
護
職
員
、
介

護
関
係
者
を
養
成
す
る
た
め
の
、
多
職
種
の
研

修
や
施
設
と
の
合
同
開
催
の
研
修
。【

4-
②
：
小

笠
原
内
科
、

4-
③
：
米
子
医
療
セ
ン
タ
ー
】

 
 

行
政

 
 
患
者
や
家
族
に
対
し
て
、
在
宅
で
受
け
ら
れ
る
医
療
や
介

護
、
看
取
り
に
関
す
る
広
報
や
情
報
提
供
。
【

4-
④
：
鶴
岡

地
区
医
師
会
】

 

 

※
 
実
施
主
体
に
つ
い
て
は
、
一
般
的
な
例
を
示
し
た
も
の
で
あ
り
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
柔
軟
に
役
割
分
担
を
す
る
必
要
が
あ
る
。
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